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サマリー

野村総合研究所（NRI）は、CO2ネットゼロ化の潮流がパワートレーンに与えるインパクトに焦点をあて、シナリオプラ
ンニングという手法を用いて、2040年までの自動車市場の長期トレンドを分析した。

分析の結果、従来型の内燃機関を搭載した自動車の販売台数は、2030年にピークアウトする可能性があることが
示された。

自動車メーカ、自動車部品メーカは、電動車の普及可能性を織り込んだ中長期ロードマップを具体化すべきである。
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シナリオプランニングという手法を用いて、自動車関連事業を取り巻く外部環境の長期トレンド
を整理した

NRIの長期トレンド予測アプローチ

Step1
シナリオ変動要因の抽出

Step2
シナリオオプションの設定

Step3
長期トレンドへの
影響の考察

シナリオプランニングの実施ステップ

 コロナ・燃費規制等の影
響を踏まえたフォアキャス
ト要因を抽出

 併せて、2050年CO2ネッ
トゼロ化を見据えたバック
キャスト要因も抽出

 発生によるインパクトと
発生の不確実性の観点
からキードライバーを選定

 キードライバーを分岐させ、
シナリオオプションを設定

 シナリオオプション毎の電
動パワートレーンの普及見
通しを分析、整理
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フォアキャスト、バックキャストの双方から、シナリオ変動要因を抽出した
変動要因の抽出 シナリオ変動要因の全体像

発
生
に
よ
る
イ
ン
パ
ク
ト

発生の不確実性

大

小
小 大

8.CO2ネットゼロ
社会の実現

(2050)

3. 政府・OEM
のBEV投入

(2025) 6.CO2ネットゼロ
に向けたユーザの
行動変容

1. シェアリングの
普及

7.エネルギーの
脱炭素化(再エ
ネ電力拡大)

コロナ・燃費規制等からの
フォアキャスト要因(~2030年)

2050年CO2ネットゼロ化を見据えた
バックキャスト要因

4. 政府・OEM
のBEV投入

(2030)

2. コロナ後の
生活スタイル

変化

5. ユーザの
BEV受容

シナリオ変動要因の全体像
: 政府・OEMが主体
: エンドユーザが主体
: 要因間に関連あり

【凡例】

注）BEV: Battery Electric Vehicle。化石燃料なしで走行する自動車のこと
OEM:自動車メーカのこと
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シナリオ変動要因の概要
変動要因の抽出 シナリオ変動要因の概要

分類 No. 変動要因 概要 インパクト 不確実性

フォア
キャスト
要因

1 シェアリングの普及 ・ユーザの価値観が保有から利用に変化し、都市部を中心に
カーシェア/ライドシェアが普及する 小 小

2 コロナ後の
生活スタイル変化

・コロナ後も在宅勤務など非接触中心の活動が維持、拡大
する 小 小

3
政府・OEMのBEV
投入強化(~2025
年)

・政府の厳しい燃費規制がOEMのBEV生産計画を引き上げ
る

中
※但し、要因5が実現し
た場合にインパクト発生

小

4
政府・OEMのBEV
投入強化(~2030
年)

・OEMがBEV専用ラインに本格投資し、2030年燃費規制を
クリアする

中
※但し、要因5が実現し
た場合にインパクト発生

中

5 ユーザのBEV受容 ・BEVの環境先進性、トータルコストがユーザに受け入れられる インパクトは要因3.4に
包含される 中

バック
キャスト
要因

6
CO2ネットゼロに向
けたユーザの行動変
容

・ユーザがCO2ネットゼロに向けた行動変容を自発的に実施
(エコドライビング、自転車・徒歩へのモーダルシェアなど） 小 高

7
エネルギーの脱炭素
化（再エネ電力拡
大）

・政府のエネルギー脱炭素化方針を受けて、再エネ電力、炭
素回収の導入が拡大する

インパクトは要因8に
包含される 高

8 CO2ネットゼロ社会
の実現(2050)

・IC車の販売禁止、炭素税導入などにより、IC車からBEVへ
の転換が加速化 大 高
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“ユーザのBEV受容”と”エネルギーの脱炭素化”をキードライバーとして、シナリオオプションを設定
シナリオオプションの設定 設定ロジック

出所）IEA等各種資料よりNRI

政府・OEMのBEV
投入強化(2025)

ユーザの
BEV受容

政府・OEMのBEV
投入強化(2030)

エネルギー
脱炭素化

2030年以降
CO2ネットゼロへの
構造転換進まず

2025年以降
BEV化進まず

CO2ネットゼロ社会
の実現(2050)

YES

NO

NO

YES

シナリオ➀
BEV未普及

シナリオ②
2030年

BEV投入目標実現

シナリオ③
2050年

CO2ネットゼロ実現

シナリオオプションの設定ロジック

従来通り

クルマ社会の
BEVシフト

社会全体の
BEVシフト
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シナリオ②および③では、非BEV台数が2030年にピークアウトする可能性
長期トレンドへの影響の考察
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シナリオ別自動車販売台数の長期見通し（グローバル、単位:100万台）
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シナリオオプションの概要
長期トレンドへの影響の考察

出所）IEA等各種資料よりNRI

オプション 概要

シナリオ➀
BEV未普及

• 各国・地域のBEV導入目標に対して、OEMはBEV向け設備投資を実施。2025年に向けた供給能力を確保
• しかし、充電の不便さなどからユーザがBEVを敬遠。補助金の削減傾向もあり、OEMは2025年以降

HEV/PHEV投入による燃費規制達成に方針シフト。排ガス規制は強化されるが、非BEVが主流であり続ける
• 一方、コロナ後のユーザの移動ミニマル化で販売台数は減少

シナリオ②
2030年BEV投入目標
実現

• ユーザがBEVを受入れ、販売台数拡大
• OEM各社が混流ラインをBEV専用ラインに切り替える追加投資を行い、2030年の政府・OEMのBEV投入目
標を実現

• 一方、欧州を除くほとんどの地域では電源構成の再生可能エネルギー化が進まず、2050年CO2ネットゼロに向
けたBEV投入は促進されない

• 2100年CO2ネットゼロに向けた民間主導の緩やかな変革が進展。ネットゼロは炭素回収(CCS)が対応の主軸。
モビリティは非BEV車とBEVが併存

シナリオ③
2050年CO2ネットゼロ
実現

• ユーザがBEVを受け入れ、2030年までに各国政府/OEMが公表したBEV投入目標は達成
• 併せて、電源構成でも世界的に再生可能エネルギー比率が上昇。分散電源化が進み、CO2削減におけるモビ
リティBEV化の寄与度が拡大

• 炭素税導入、IC車販売禁止などで各国政府が電動化・BEV化を促進。2050年自動車販売台数のほぼ
100%をBEVが占める

• 加えて、ユーザの行動変容により、自動車販売台数も大幅に低減
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自動車/自動車部品メーカは、電動車の普及を織り込んだ中長期ロードマップを具体化すべき
長期トレンドへの影響の考察

社会

自動車業界の
方向性

自動車・自動
車部品メーカの
全社方針

内燃機関
関連事業の
ロードマップ

量的成長 質的転換 再飛躍

2020年 2040年

単体事業規模
次世代事業

リソース
ひっ迫

パートナー
提携開始

既存事業の利益の極大化 新しい事業の柱の構築
新領域投資（弾込め）

構造改革

カーボンニュートラル対応 雇用の維持

次世代環境技術への貢献

生産委託（または生産JV）を
通じて、対応案件増に効率的
に対応する

②製造部門の
効率化

①共同での
増産対応

③開発部門の
集約・IP事業化

④余剰アセットの
次世代事業転換

両社で資産効率化を進める

技術・ノウハウ・開発人工の
集約と強化

足元の対応案件増加に対応して、
投資を抑え、売上・利益の成長を達成

内燃機関のピークアウトを境目として、
アセットライトで利益を確保する事業構造に転換

製造事業に依存せずに、IP (Intellectual 
Property)ベースで利益を多角化

デジタル/スマート社会

新モビリティ社会の創造
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